
 

条例 
武蔵野市男女平等の推進に関する条例（一部抜粋）

 

我が国においては、個人の尊重と法の下の平等が日本

国憲法でうたわれ、「女子に対するあらゆる形態の差別

の撤廃に関する条約」に基づく国際社会における取組と

も連動しつつ、男女平等の実現に向けた様々な取組が進

められてきた。なかでも、男女共同参画社会基本法にお

いては、男女共同参画社会の実現が 21 世紀の最重要課

題と位置づけられている。 

本市においても、昭和 60 年に婦人問題懇談会を設置

し、以来「武蔵野市女性行動計画」をはじめ数次にわた

る男女共同参画計画を策定し、総合的かつ計画的に男女

平等を推進するための施策に取り組んできた。また、都

市文化や市民活動及び事業活動の持ち味を生かし、一人

ひとりを大切にした自治と連携のまちづくりを推進し

てきた。なかでも、昭和 50年代における吉祥寺の環境浄

化運動のさきがけとなる活動、平成 10 年以降の男女共

同参画を推進する拠点施設の運営などにおいて、女性が

積極的な役割を担ってきた経緯がある。 

しかしながら、今なお、性別等による固定的な役割分

担の意識、当該役割分担が反映された社会的慣行、性別

等に起因する差別や暴力、政策等への参画格差、賃金格

差、教育格差等、多くの課題が残されている。少子高齢

化、グローバル化、情報化などの変化が加速度的に進み、

生き方や働き方が多様化する現代社会にあって、こうし

た課題は、生きがいを実感できる社会や活力ある社会の

構築を阻害する要因となるものであり、課題解決のため

には、教育や学習を含めた男女平等を推進するための

様々な取組が必要である。 

全ての人が、互いの人権を尊重し、多様な性の在り方

に関する理解を深めることで、一人ひとりの命と人権が

守られ、性別等にかかわりなく、それぞれの個性と能力

を十分に発揮できる男女平等社会を実現し、次世代につ

ないでいくため、この条例を制定する。 

 

目的（第１条） 

○この条例は、男女平等の推進について、基本理念を定

め、武蔵野市（以下「市」という。）、市民及び事業者

等の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本的

事項を定めることにより、男女平等の推進に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図り、もって男女平等

社会を実現することを目的とする。 

 

定義（第２条） 

○性別等 男女の別だけではない多様な性の在り方（性

自認（自らの性別に関する認識をいう。）及び性的指向

（恋愛感情又は性的な関心がいずれの性別に向かう

かの指向をいう。）を含む。）をいう。 

 

 

 

○男女平等 全ての人が、性別等にかかわりなく、その

人権を尊重しつつ、社会の対等な構成員として、自ら

の意思によって、あらゆる分野における活動に参画す

る機会が確保され、もって平等に政治的、経済的、社

会的及び文化的利益を享受することができ、かつ責任

を分かち合うことができることをいう。 

○パートナーシップ制度 性別等にかかわりなく、お互

いを人生のパートナーとして、日常生活において、互

いに協力し、及び扶助し合うことを約した２人が、安

心して暮らし続けられることを目的として、市長がパ

ートナーシップの届出を受理した場合に、受理したこ

とを証する書面を交付する制度をいう。 

 

市の責務（第４条） 

○市は、パートナーシップ制度に最大限配慮し、及び当

該制度の目的を達成するために必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

 

市民の責務（第５条） 

○市民は、パートナーシップ制度の目的を尊重するよう

努めるものとする。 

 

事業者等の責務（第６条） 

○事業者等は、その活動においてパートナーシップ制度

に最大限配慮し、及び当該制度の目的を達成するため

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

禁止事項（第７条） 

○市及び事業者等は、その事業及び活動において性別等

による差別的取扱いを行い、又はその職場等において

性に関するハラスメントを行わせてはならない。 

○市民は、性別等に起因する人権侵害を行ってはならな

い。 

○市、市民及び事業者等は、性自認又は性的指向に関す

る公表を強制し、又は禁止してはならない。 

○市、市民及び事業者等は、本人の意思に反して性自認

又は性的指向を第三者に公表してはならない。 

 

パートナーシップ制度の実施（第 18 条） 

○パートナーシップの届出を受理したことを証する書

面の交付を受けようとする者は、規則で定めるところ

により、市長に届け出るものとする。 

○市長は、前項の規定による届出があったときは、規則

で定めるところにより、当該届出を受理したことを証

する書面を交付する。この場合において、合意契約公

正証書その他規則で定める書類の提出を受けたとき

は、当該提出を受理したことを証する書面を併せて交

付する。 

○前２項に定めるもののほか、パートナーシップ制度の

実施に関して必要な事項は、規則で定める。 


